
脱
炭
素
社
会
の
達
成
に
向
け
て

　

温
室
効
果
ガ
ス
削
減
の
動
き
は
２

０
１
５
年
に
採
択
さ
れ
た
「
パ
リ
協

定
」
を
起
点
に
今
や
世
界
的
な
取
り

組
み
と
な
り
ま
し
た
。
こ
の
「
パ
リ

協
定
」
で
は
、
今
ま
で
先
進
国
の
み

に
課
さ
れ
て
い
た
温
室
効
果
ガ
ス
の

削
減
目
標
を
、
協
定
参
加
国
の
す
べ

て
に
拡
大
し
、
世
界
の
平
均
気
温
上

昇
を
抑
え
る
世
界
共
通
の
目
標
を
掲

げ
て
い
ま
す
。
日
本
国
内
で
も
２
０

５
０
年
ま
で
に
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト

ラ
ル
の
実
現
に
向
け
て
企
業
に
お
い

て
も
脱
炭
素
へ
の
対
応
が
求
め
ら
れ

て
い
ま
す
。
で
は
、
脱
炭
素
化
へ
経

営
を
シ
フ
ト
す
る
こ
と
で
、
企
業
に

は
ど
の
よ
う
な
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
の

で
し
ょ
う
か
。

脱
炭
素
経
営
に
よ
っ
て

期
待
さ
れ
る
メ
リ
ッ
ト

　

マ
イ
ナ
ス
面
で
の
影
響
を
懸
念
す

る
経
営
者
の
方
も
い
ら
っ
し
ゃ
る
か

も
し
れ
ま
せ
ん
が
、
脱
炭
素
社
会
に

向
け
た
急
激
な
環
境
変
化
は
、
企
業

に
様
々
な
影
響
を
も
た
ら
し
ま
す
。

消
費
電
力
の
削
減
や
化
石
燃
料
の
使

用
制
限
な
ど
を
求
め
る
声
は
日
を
追

う
ご
と
に
大
き
く
な
り
、
ま
た
Ｓ
Ｄ

Ｇ
ｓ
な
ど
に
対
応
す
る
企
業
が
増
え

て
き
て
い
ま
す
。

　

規
制
や
社
会
情
勢
に
対
応
す
る
手

段
と
し
て
脱
炭
素
経
営
が
求
め
ら
れ
、

対
応
す
る
こ
と
で
５
つ
の
メ
リ
ッ
ト

が
期
待
さ
れ
ま
す
（
図
１
）。
光
熱

費
・
燃
料
費
の
低
減
（
メ
リ
ッ
ト
②
）

と
い
っ
た
す
ぐ
に
効
果
が
期
待
で
き

る
項
目
も
あ
れ
ば
、
脱
炭
素
へ
の
対

応
に
よ
り
、
社
員
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ

ン
向
上
や
人
材
獲
得
力
の
強
化
（
メ

リ
ッ
ト
④
）
が
期
待
で
き
る
な
ど
、

2022年のキーワード
中小企業における脱炭素経営

　近ごろ、脱炭素社会に向けた話題や取り組みを耳にする機会が増えてきました。菅義偉前総理大臣が
2020年10月に「2050年までにカーボンニュートラルの実現を目指す」ことを宣言し、日本国内でも脱炭素
社会の実現に向けた動きが急速に進んでおり、企業活動においても対応が求められています。

図 １　脱炭素経営により期待される５つのメリット

出所：環境省HPに基づき当社作成

メリット①
優位性の構築（自社の競争力を強化し、売上・受注を拡大）

環境への意識の高い企業を中心に、サプライヤーに対して排出量
の削減を求める傾向が強まりつつあり、脱炭素経営の実践は、こ
ういった企業に対する訴求力の向上につながります。

メリット②
光熱費・燃料費の低減

脱炭素経営に向けて、エネルギーを多く消費する非効率なプロセ
スや設備の更新を進めていく必要があり、それに伴う光熱費・燃
料費の低減がメリットとなります。

メリット③
知名度や認知度の向上

大幅な温室効果ガス排出量の削減を達成した企業や再エネ導入
を先駆的に進めた企業は、メディアへの掲載や国・自治体からの
表彰対象となること等を通じて、自社の知名度や認知度の向上に
つなげています。

メリット④
脱炭素の要請に対応することによる

社員のモチベーション向上や人材獲得力の強化

気候変動という社会問題の解決に対して取り組む姿勢を示すこと
によって、社員の共感や信頼を獲得し、社員のモチベーション向上
につながります。また、脱炭素経営に向けた取り組みは、気象変動
問題への関心の高い人材から共感・評価され、「この会社で働き
たい」と意欲を持った人材を集める効果が期待されます。脱炭素
経営は金銭的なメリットだけでなく、社員のモチベーション向上や
人材獲得力の強化を通じて、企業活動の持続可能性向上をもたら
します。

メリット⑤
新たな機会の創出に向けた資金調達において有利に働く

金融機関での融資先の選定基準に地球温暖化への取組状況を加味
し、脱炭素経営を進める企業への融資条件を優遇する取り組みも行
われています。



事
業
基
盤
の
強
化

や
新
た
な
事
業
機

会
の
創
出
、
企
業

の
持
続
可
能
性
強

化
に
つ
な
が
る
た

め
、
今
後
さ
ら
に

重
要
と
な
っ
て
き

ま
す
。

脱
炭
素
化
に

向
け
た
削
減

計
画
の
策
定

　

で
は
、
実
際
に

脱
炭
素
経
営
に
取
り
組
む
に
は
ど
う

す
れ
ば
よ
い
で
し
ょ
う
か
。

　

ま
ず
、
温
室
効
果
ガ
ス
削
減
に

向
け
た
方
向
性
を
確
認
し
ま
す
（
図

２
）。
こ
れ
ら
を
組
み
合
わ
せ
て
温

室
効
果
ガ
ス
削
減
を
行
い
ま
す
が
、

大
幅
削
減
を
進
め
る
に
は
、
省
エ
ネ

対
策
（
図
２
①
）
だ
け
で
は
難
し
く
、

化
石
燃
料
に
代
わ
る
再
エ
ネ
電
気
や

バ
イ
オ
マ
ス
、
水
素
と
い
っ
た
温
室

効
果
ガ
ス
排
出
の
少
な
い
エ
ネ
ル
ギ

ー
を
利
用
で
き
な
い
か
検
討
す
る
こ

と
も
必
要
で
す
（
図
２
②
）。
削
減

計
画
策
定
の

フ
ロ
ー
（
図

３
）
に
沿
っ

て
手
順
を
確

認
し
ま
し
ょ

う
。

　

Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ｐ

１
で
は
将
来

の
技
術
開
発

動
向
も
見
据

え
つ
つ
、
主

要
設
備
の
長

期
的
な
エ
ネ

ル
ギ
ー
転
換

の
方
針
を
検

討
し
ま
す
。

Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ｐ
２

で
は
エ
ネ
ル

ギ
ー
転
換
の
方
針
を
前
提
に
、
短
中

期
的
な
省
エ
ネ
対
策
を
検
討
し
ま
す
。

Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ｐ
３
で
は
、
再
生
可
能
エ
ネ

ル
ギ
ー
電
気
の
調
達
手
段
の
検
討
で

す
。
Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ｐ
１
と
組
み
合
わ
せ
る

こ
と
で
大
幅
な
削
減
を
期
待
で
き
る

こ
と
や
、
Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ｐ
１
、
２
で
削
減

目
標
に
届
か
な
い
場
合
に
、
追
加
的

に
削
減
を
図
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

最
後
に
Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ｐ
４
で
、
計
画
の
実

施
に
必
要
な
投
資
額
が
財
務
（
キ
ャ

ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
）
に
及
ぼ
す
影
響
を

分
析
し
、
最
終
的
に
実
施
す
る
削
減

対
策
を
精
査
し
て
削
減
計
画
と
し
て

と
り
ま
と
め
ま
す
。

　

自
治
体
に
お
い
て
も
、「
２
０
５

０
年
ま
で
に
二
酸
化
炭
素
排
出
実
質

ゼ
ロ
」
の
表
明
が
２
０
１
９
年
９
月

時
点
で
４
自
治
体
か
ら
現
在
は
４
７

９
自
治
体
（
２
０
２
１
年
10
月
29
日

時
点
）
と
急
速
に
進
ん
で
お
り
、
関

西
２
府
４
県
も
表
明
し
て
い
ま
す
。

こ
う
し
た
取
り
組
み
や
環
境
の
変
化

を
踏
ま
え
、
企
業
は
対
応
す
る
こ
と

が
求
め
ら
れ
ま
す
。

（
㈱
京
都
総
合
経
済
研
究
所

調
査
部
長
　
楢
舘
孝
寿

研
究
員
　
森
本
奨
吾
）

■
参
考
Ｈ
Ｐ

環
境
省
：「
中
小
規
模
事
業
者
の
た
め
の
脱

炭
素
経
営
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
―
温
室
効
果
ガ
ス

削
減
目
標
を
達
成
す
る
た
め
に
」

 

（図2③が該当）

（図2①が該当）

（図2②が該当）

図 ２　温室効果ガス大幅削減の方向性

図 ３　削減計画策定のフロー
出所：環境省HP

出所：環境省HPを当社にて一部加工


